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本書面では、ほ)まず、被告大和証券の主張をまとめて記載した上で ぃ 1)、 ロ

原告の平成 26年 3月 6日付け第 3準備書面 (以下「原告第群 備書面Jと いう)に対

する認否及び反論並びに求釈明に対する回答を行うこととする C2第 3,。 なお、

認否及び反論は、被告大和証券に言及されている箇所のみを対象とし、それ以外

の箇所については、その対象としていない。

また、本書中に用いる略語は、特に断りのない限り、従前の例による。

第 1 被告大和証券の主張

原告は 被告大和証券が、被告三菱地所及び被告三井住友銀行と共同して、

原告にその意思がないにもかかわらず、「基本合意書J(甲 7)及び第一回目の「定

期借地権設定契約書1岬 11)を原告に勧誘し、締結させたことが不法行為で

あると主張するが、以下に述べるとおり、失当である。

1 被告大和証券は、基本合意書 (甲 7)の締結には関与していない

被告大和.I券は、原告と被告三菱地所が 「基本合意書」(甲 7)を締結した

日 (原告の主張によれば 平成19年 3月 23日 )以前には本件事業には関与してお

らず、当然のことながら、その締結及び内容の決定にも関与していない (被

告大和証券の平成26年 1月 10日付け「準備書雨は力〔以下「被告大和証券輔 書面に泊

という〕8動 。なお、被告大和nI券が「基本合意書J(甲 7)の締結以前にも本

件事業に関与していたことの根拠として原告が挙げている平成 19年 4月 1

1日 の夕食会における被告三井住友銀行の内海氏の発言 (原告第2準備書面5

頁)については、被告三井住友銀行も否認している 鍛告三井住友銀行のЧZ成 26

年 1月 14日付け「第 1準備書画J3頁 )。

したがって、「基本合意書J岬 7)を原告が締結したことは 被告大和証券

とは何ら関係がなく、被告大和証券に不法行為が成立する余地はない。



第一回目の「定期借地権設定契約書」(甲 11)は、原告の意思に基づいて

締結されたものであり、被告大和証券には何ら加害行為がない

0)被告大和証券は、原告の意思を、被告三菱地所を介して確認していた

ア 被告大和証券は 被告三井住友銀行が本 TllKに対して行う予定であっ

たノンリコースローンに関連する取り決めである「関係者間契約書J(甲

12)及び「定期借地権設定契約書に関わる覚書」(甲 13)の内容に関す

る協議に、関係者の意見の取 りまとめ役として参加していた。その際、

上記契約書等の当事者である原告の意向に関しては、被告三菱地所を介

して確認している。

具体的には、被告人和証券は被告三菱地所より、「関係者間契約書J(甲

12)及び「定期借地権設定契約書に関わる覚書」(Ч¬ 3)に盛り込まれ

る内容について、被告三菱地所が平成 19年 7月 11日 に原告と相談し、

原告の了解を得たとの説明を、同月 11日 又は 12日 に受けていた (乙

Dl～ 4)。

イ 加えて、原告は、平成 19年 7月 19日 、「定期借地権設定契約書 J

案の第 7条第 7項 (原告と本 T駆 間の保証金の返還に関する規定)に関し、「覚

書作成時にその都度、第 7項の趣旨の文言を設ける方が合理的と考えま

す。Jと のコメントをしており、保証金の返還に関し、「定期借地権設定

契約書Jとは別の合意をすることを想定していた。このことは、上記原

告のコメントに対し、被告三井住友銀行が同月 24日 に「別途締結する

党書にて、同覚書が本契約より優先する旨を規定する為・  Jと コメ

ントしているにもかかわらず、原告が何らコメントせず、了解していた

ことからも明らかである。なお、被告三井住友銀行の当該コメントは、

同月 26日 、被告大和証券から原告に対し送付されている に D5)。



ウ そのため、被告大和証券は、原告が 「関係者間契約書J(Fr 1 2)及び

「定期借地権設定契約書に関わる覚書」岬 13)に盛り込まオlる 内容を

了解しているものと認識していた。

(2)原告も主張するとおり、第一回日の「定期借地権設定契約書」(甲 11)

は、原告の意思に沿う内容であった

原告は、原告にその意思がないにもかかわらず、第 一回目の 「定期借地

権設定契約書J(甲 11)を原告に勧誘し、締結させたと主張するが、事実

に反する。原告も認めるとおり、第一回目の「定期借地権設定契約書J岬

1])は、基本合意書に沿った内容、すなわち、原告の意思に沿う内容であ

り、原告が当該契約を締結することは、何ら原告の意思に反するものでは

ない。

このことは、原告が、平成 19年 10月 4日 に、第一回目の 「定期借地

権設定契約書」の内容から保証金の預託期限を延期する形で、原告の意思

により、改めて第二回日の「定期借地権設定契約書J岬 14 15)が締結

さ孝し、公正証書化されていることからも裏付けられる。

(3 原告が、原告の意思に反する内容であると主張する [関係者間契約書」

(甲 12)及び「定期借地権設定契約書に関わる覚書」(甲 13)は、結局、

締結されていない

原告は、第一回目の「定期借地権設定契約書J岬 11)を締結 した 30

分後に 被告大和証券から「関係者間契約書J012)及 び 「定期借地権

設定契約書に関わる覚書J(甲 13)の ドラフトが送付され、かつ、当該契

約書等の内容が原告の意思に反するものである (すなわち、被告三井住友銀行

からの融資が原告の意l旬に沿つた形で行われることが事実上期待できない内容となって

いる)こ とが 許欺的であると主張するが、「関係者間契約書J(甲 12)及



び 「定期借地権設定契約書に関わる党書J(甲 13)は 最終的にr●結され

ていない。

したがって、被告大和証券が当該契約書案の内容を検討する場に加わっ

ていたことや、 これを原告に送付したことをもって、被告大和証券の加害

行為であるとは到底言えず、原告の主張は失当である。

(4)原告は、被告三井住友銀行からの融資の有無にかかわらず、本件を実行

する意思を有していた

さらに言えば、原告が被告三井住友銀行からの融資を受けられなければ

本件事業を実行 しなかったとの意思を有していたとの事実もない.こ のこ

とは、原告が、平成 19年 8月 8日 、本件事業を実行するために融資元を

被告三井住友銀行ではなく原告に変更する旨の提案を自ら行っているこ

とから明らかである。すなわち、原告は、被告三井住友銀行から融資を受

けることを前提に、第一回 Llの 「定期借地権設定契約書」 (甲 11)を締結

したわけではなく、被告三井住友銀行からの融資の有無にかかわらず、本

件事業を遂行することに積極的であったために締結したのである。

3 因果関係の不存在

11.・L2の とおり、被告大和証券はそもそも原告に対する加害行為を行って

いない以上、原告が主張する「損害」との間に因果関係もない。さらに言え

ば、原告は自らの意思で、第一回目の 「定期借地権設定契約書J(申 ]1)か

ら保証金の預託期限を延期する旨の第二回目の「定期借地権設定契約書J岬

14、 15)を締結 しており、第一回目の 「定期借地権設定契約書J(甲 11)

を原告が締結したことと、原告が主張する「損害Jと の間には、いかなる因

果関係もない。



第2 原告第 3準備書面に対する認否及び反論

「― 被告三菱地所の準備書面(lHこ対する反論」(原告第3準備書面4-30貢 )

「第 2 同準備書面 4『被告三菱地所の主張』に対する反論」、「2 同 3

『被告三菱地所の融資交渉 調達義務について』の主張に対する反論J、 「И拍

の「工J第一段落の第二文 (原告第3準備書面18頁 2行日以ド)(「逆に Jで |ましま

る文)は、争う。

被告大和証券は被告三菱地所より、被告三井住友銀行の本 T皿 に対するロ

ーン債権が期限の利益を失った場合に本 TMKの原告に対する保証金返還請求

権全額が当該ローン債権の回収に充てられることについて、被告三菱地所が

平成 19年 7月 11日 に原告に対し相談の上、原告の了解を得たとの説明を、

同月 11日 又は 12日 に受けていた (乙 Dl～ 4)。 そのため、被告大和証券は、

保証金返還請求権が被告三井住友銀行のローン債権の回1又に充てられること

に原告が r解したものと認識していた。

「三 被告三井住友銀行の準備書面(1)に対する反論」 (原告第3準備書面31

-37貢 )

「第 2 第 2『被告三井住友銀行の主張』に対する反論J「 4 同4に対し

てJ第二段落の第二文 (原告第3準備書両36頁 10行日以下)(「そして Jではじま

る文)の うち、事実は否認し、主張については争う。

上記 1の とおり、被告大和証券は、保証金返還請求権が被告三井li友銀行

のローン債権の回収に充てられることを原告が了解したものと認識していた。

3 「四 被告大和証券の準備書面{1)に対する反論」(原告第3準備書面37-41

頁)

被告大和.I券の主張に対する原告の反論が記載されている 「第 2『原告第

6



2準備書面に対する認否及び反論』に対する反論Jについて、以 下のとおり、

認否を行う。

“

) 「 1」 (原告第3準備書面37-38頁)について

第二段落のうち、被告大和証券準備書面(Jの記載、及び平成 22年 7月

23日 に被告大和証券の担当者と原告が面談したとの事実は認め、その余

は否認する。

②  「 2 被告大和証券の準備書面12142、 2に対する反諭」(原告第1準備書

面38-39貢)について

ア 第一段落について

認める。

イ 第二段落について

乃 第一文は否認する。被告大和証券は、平成 19年 8月 3日 、第 ‐回

目の「定期借地権設定契約書J(甲 11)の締結の事実を確認した上で、

原告、被告三菱地所及び被告三井住友銀行宛てに「関係者間契約書」

(甲 12)及び 「定期借地権設定契約書に関わる覚書J岬 13)の案を

電子メールにて送付したわけではない。

0 第二文のうち、「関係者問契約書」伸 12)及び「定期借地権設定契

約書に関わる覚書J(甲 13)が 「本件事業に関し、当初締結されるこ

とが想定されていたJこ とは認め、その余の事実は否認し、主張につ

いては争う。

被告大和.I券は被告三菱地所より、「関係者間契約書J(甲 12)及び

「定期借地権設定契約書に関わる覚書J(甲 13)に盛り込まれる内容



について、被告三菱地所が平成 19年 7月 11日 に原告と相談し、原

告の了解を得たとの説明を、同月 11日 又は 12日 に受けていた (乙

Dlべ 4)。

加えて、原告は、平成 19年 7月 19日 、「定期借地権設定契約書J

/‐ の第 7条第 7項 (原告と木TЖ F.|の保語 の返還に関する規定)に関し、「覚

書作成時にその都度、第 7項の趣旨の文言を設ける方が合壇的と考え

ます。Jと のコメントをしており、保証金の返還に関し、「定期借地権

設定契約書Jと は別の合意をすることを想定していた。このことは、

上記原告のコメントに対し、被告三井住友銀行が同月 24日 に「別途

締結する覚書にて、同覚書が本契約より優先する旨を規定する為― _

とコメントしているにもかかわらず、原告が何らコメントせず、了解

していたことからも明らかである。なお、被告三井住友銀行の当該コ

メントは、同月 26日 、被告大和証券から原告に対し送付されている

(乙 D5).

そのため、被告大和証券は、原告が 「関係者間契約書J及び 「定期

借地権設定契約書に関わる覚書Jに盛り込まれる内容を了解している

ものと認識していた。

ウ 第二段落について

原告の主張は争う。繰り返すが、被告大和証券は、被告三菱地所より、

原告は 「関係者間契約書」及び 「定期借地権設定契約書に関わる覚書」

に盛り込まれる内容について合意している旨の説明を受けていた。

(3) 「 3」 (原告第3準備書面39東)について

ア 第一段落のうち、被告大和証券が、原告には被告三菱地所から事前に

相談する旨の説明を、被告三菱地所より受けており、「関係者間契約書J



岬 ]2)及び 「定期借地権設定契約書に関わる覚書J岬 13)を原告に

秘密にしていたわけではないことについては認め、その余は否認する。

イ 第二段落については、下記第 3(10頁)において述べる。

ウ 第二段落のうち、被告大和証券が被告三菱地所より、「関係者間契約

書J(甲 12)及び「定期借地権設定契約書に関わる覚書J913)に 盛り

込まれる内容について、被告三菱地所が平成 19年 7月 11日 に原告と

相談し、原告の了解を得たことを確認していることは認め、その余の事

実は不知又は否認し、主張については争う。

(41 「4J(原告第3準備書面39貢)について

ア 第一段落について

原告の主張する事実は否認し、主張については争う。

被告大和証券は、「関係者間契約書」(甲 12)及び「定期借地権設定契

約書に関わる覚書」(甲 13)の内容に関する原告の意向については、原

告とlnlじ く契約当事者である被告三菱地所を介して確認しており、かつ、

被告三菱地所からは原告が 「関係者間契約書J(甲 12)及び 「定期借地

権設定契約書に関わる覚書J(甲 13)|こ盛り込まれる内容を了解してい

る旨の報告を受けている。したがつて、被告大和証券が原告に対し、両

契約等の内容について直接説明する必要はなく、かつ、すべき法的義務

など全くない.

イ 第二段落について

事実は不知又は否認し、主張については争う。



(5) 15」 (原告第3準備書面40頁)について

ア 第一段落について

認める。

イ 第二段落について

争う。上記第 1の 214)の とおり、被告三井住友銀行からの融資がなさ

れなかったとしても、原告が本件事業を中止する意思など有していなか

った。

ウ 第二段落について

第一文は認める。

第二文のうち、事実は否認 し、主張については争う。

工 第四段落について

第一文は、認める。

第二文のうち、第 1回目の「定期借地権設定契約書J(甲 11)の第 7

条第 1項が、平成 19年 9月 20日 までに、原告が本 TllKに対し10億

円の保証金を預託すべき旨を定めていることは認め、その余の事実は否

認し、主張については争う。なお、保証金の預託期限は、その後、第 2

回目の「定期借地権設定契約書J(甲 14 15)に より修正されている。

第 3 求釈明 (原告第3準輔膚面 39買)について

被告大和証券は、平成 19年 7月 9日 、被告三菱地所より、「関係者間契約

書J(甲 12)及び「定期借地権設定契約書に関わる覚書」(ll・ 13)に盛り込ま

Ａ
υ
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号 .l
標 日

(原本・写しの区別)
作成年月日 作成者 立 証 趣 旨

乙 D

1

の

1

電子メール

写

　
し

平成 19年

7月 3日

被告大和

.jI券
1従

業員

佐伯健太

本書は、被告大和証券 (当時は

大和証券エスエムピーシー株式会社)

従業員の佐伯健太が、平成 19

年 7月 3日 、被告三菱地所従業

員の速水徹氏及び被告三井住友

銀行従業員の秋田道生氏に対 し

て送信 した電子 メールである。

本書及び乙D第 1号証の 2な

いし乙D第 4号証により、①被

告大和証券が被青三菱地所よ

り、「関係者間契約書J(甲 12)

及び 「定期借地権設定契約書に

関わる覚書J(甲 13)に盛 り込ま

れる内容について、被告三菱地

所が平成 19年 7月 11日 に原

告と相談する旨の連絡を、同月

9日 に受けたこと、及び②被告

大和証券が被告三菱地所より、

被告三菱地所が同月 11日 に上

記契約書等の内容について原告

i本書面における略.― は、特に断りのない限り これまでにおける略語と同 の意味を有す 7・ も
のとする。



と相談 し、原告の r解を得たと

の説明を、同月 11日 又は 12

日に受けたこと等を立証する。

乙 D

1

の

2

地 主 様 へ の

依頼事項 (担

保関係)

写

　

し

平成 19年

7月 3日

被告大和

証券従業

員

佐伯健太

本書は、乙D第 1号 .Iの 1の

添付書類であり、被告大和証券

が被告三菱地所及び被告三井住

友銀行の意向を集約 し、原告に

対する依頼事項をまとめた書面

である。

立証趣旨は乙D第 1号証の 1

と同旨。

乙 D

2
電子 メール

写

　
し

平成 19年

7月 6日

被告大和

.jI券 従業

員

甲斐泰正

本書は、被告大和証券の当時

の従業員の甲斐泰正が、被告三

菱地所従業員の速水徹氏か ら聞

いた内容を、被告大和証券にお

ける本件の他の担当者に対 して

送信 した、社内の電子 メールで

ある。

立証趣旨は乙D第 1号証の 1

と同旨。

乙 D

3
電子メール

写

し

平成 19年

7月 10日

被告大和

証券従業

員

宮澤里美

本書は、被告大和証券従業員

の宮澤里美が被告大和証券従業

員の佐伯健太に対 し、被告三菱

地所従業員の速水徹氏か ら受信

した電子メールを転送 した、社



内の電子メールである。

立証趣旨は乙D第 1号証の 1

と同旨。

乙D

4
電子 メール

写

　
し

平成 19年

7月 12日

被告大和

証券従業

員

大原庸平

本書は、被告大和証券従業員

の大原庸平が被告三菱地所従業

員の速水徹氏又は宮 ノ内大資氏

か ら聞いた内容を、被告大和証

券における本件の他の担当者に

対 して送信 した、社内の電子 メ

ールである。

立証趣旨は乙D第 1号証の 1

と同旨。

乙 D

0

の

1

電子メール

写

　

し

平成 19年

7月 26日

原告従業

員

溝漱J茂徳

本書は、被告大和証券従業員

の佐伯健太が平成 19年 7月 2

6日 に原告従 業員 の溝 渕茂徳

氏、被告三菱地所従業員の速水

徹氏及び被告三井住友銀行従業

員の田村公幸氏に対 し電子 メー

ルにて送付 した 「定期借地権設

定契約書Jの案に対 して、原告

従業員の溝渕茂徳氏が、原告の

コメン トを付記して返信 した電

子 メールである。

本書及び乙D第 5号証の 2に

より、①原告が、平成 19年 7



月 19日 、「定期借地権設定契約

書」案の第 7条第 7項 (原告と本

TMK間の保証金の返還に関する規定 )

に、「覚書作成時にその都度、第

7項の趣旨の文言を設ける方が

合理的と考えます。Jと のコメン

トをしたこと、及び②上記原告

のコメントに対 して、被告三井

住友銀行が同月 24日 に 「別途

締結する覚書にて、同覚書が本

契約より優先する旨を規定する

為・・・Jと コメントしたのに

対 し、原告は何 らのコメントも

してお らず、原告が保証金の返

還に関し「定期借地権設定契約

書Jと は別の合意をすることを

了解 していた こと等を立証す

る。

乙 D

Э

の

2

「定 期 借 地

権 設 定 契 約

書Jの案

写

　
し

平成 19年

7月 26日
原告

本書は、乙D第 5号証の 1に

添付された 「定期借地権設定契

約書J案である。本書の第 7条

第 7項 には、平成 19年 7月 1

9日 付けの原告のコメン ト及び

同月 24日 付けの被告三井住友

銀行のコメン トが付記されてい



る。

立.T趣旨は乙D第 5号証の 1

と司旨。

以    「



蓋 /号証の/

差出入:          kenta saek@datwaSmbc co jp

送信日時:         2007年 フ月3日火曜日 15:51
宛先 :           tO「 u havamレ uomeC COjP,Aktta_Mに hio@m Smbc cojp

CC:              Mach da H sano百 @ck smbC CO jpl

da`uke miyanouchi@mec CO,P,Notsu_Hideo@rn smbC CC jp,

Kumagac Yoichi@hh smbC CO jp,Nakaguchi_Ken@yk Smbc co jp;

CN=甲斐 泰lT/0=大和証券SMBC,CN=大 原 庸平/0=大和証券SM
BC,CN=宮澤 里封 0=大和.jEtt S M B C

件名:           【御堂筋共同ビル】地主への依頼事項

添付フアイプレ         地主様への依頼事項 は 関係)0703 doc

フラグの内容:

フラグ:

三菱地所 速水様
三井住友銀行 秋田様

日協力お願いします

フラグあり

お世話になつております。

地主様への依頼事項を添付の通りまとめましたので、宜しくご確認下さい。

修正すべき点等あればご教示頂けると幸甚です。

宜しくお願い致します。

*******わ
“

*****=*Ⅲ

“

ネ*****ホ ***'林 ******

大和証券 SMBC株式会社
ストラクチヤードファイナンス部

佐伯 健太 /Kenta Saeに

〒100-8289東 京都千代田区丸の内 1-8-1

TEL:03-5533-7873   FAll:03-3286-1775

E¬mal:kelia saekOdaiwasmbc coJp

*や
=*******,■

卜********林 ****ネ *******lr*

―――転送者: 佐伯 健太/大和証券SMBC転送日 2007/07/031544-一 ―

大原 庸平/大和証券SMBC
2007/00/1815:40

宛先

toru havam:zua mec coJp

CC

da suke miyanouch Omec co.lp″ kenta saeki″

くkenta sae撼 @daiwasmbc coJp>`
″
satomi m yazawa″ くsatomi m yazawaOdawasmbc cOip>″ yasurnasa kai″

,



くyasumasaPaiOdatwasmbc coJp〉

件名
Rα 【(仮 )御堂筋共同ビル】定期借地権契約コメント

三菱地所株式会社 速水様

いつもお世話になります。

地主様への依頼事項につきまして、別添の通り、まとめさせていただきました。

宜しく_‐m認くださぃ。

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆

大和証券 SMBc株式会社
ストラクチヤードファイナンス部

大原 庸平

〒1003239東京都千代田区丸の内 1丁目3番 1号
丸の内トラストタワーN館

TEL 03-5533-7860 FAX 03● 3286-1775

Emal:vohd ohara@dがwasmbccoJp

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆



多
魏 号証 の2/爾

|

』
地主様への依頼事項 (担保関係)

定期借地艦設定契約第 7条 4項にて規定済.

■2」生J生J型堅ヱ幽堕」菫3■L【直宣J[励丘速還請求権に第一冊地根質権を設定

現状0ま定期借地権設定契約第7条 5項において保証金返還請求権への担保設定力決止されている

が、本件についてはこれを除外するように規定。

期限の,1益を喪失した場合 地主株は保証金全額をn区 に返還する旨を規定
レンダー債務 (ローン、特定他責、特論 の保証に係る債務)のい切 1かにつき 最終支払期限
力判来した場合または期限の利益を喪失した場合には、定期借地権設定契約は終了し、ただちに

理岨くに保証金の金額を返還することを規定.保証金の返還は レンダーカ■旨,きナる銀行日座に直
接全額を振り込む方法により行う旨を規定。

解約によりTMKに生じる債務 (未払債源 損害賠償 損害金等、劇え回復及υ漣物陥本費など)
は ③と同時に履行される追加出資により相殺し 当初保証金 20億円を■

'区
に返愚 スポンサ

ーカ漣加出資義務を履行する限り、地主様力浸け取るべき躙広 未抽買務の回収はH15底

44敦J維及υ助 の担保設定及ひ担保実行に伴う譲渡につき 予め地主撮力豫諾している旨を規定
定期借地権設定契約第 13条 1項では ■キ様の書面の承諾力必要と規定されている力ヽ 担保処分
を遅滞なく実施できるよう、 これを前もって了解してもらうこと力地 旨.

I篠設定契約の締結

同抵当権が当然に借地情に及ぶ旨のリーガルオビニオンを取得する.

上記0■3を別途の燿 にて
定期偉し権設定契約の規定に拘らま 保証金の返還につき別途合意 (覚書)力詢通 した場合に,よ

その合意の定めるところ力渡先さオ1る。

本l■■lLa｀第二者に譲渡された場合には、定期俸し鰭設定契約に基づくIE「のLl~に加え、定期
借地権設定契約に基づきもしくは関連して締結さオlる一切の覚書 合意書に基づく地位も当該第二
者に承継させる.

覚書の有効期限は、建物竣工日又はレンダー関連債務の全額力浣済さ詢た日のいう ■か早い日まで

とする (ただレЭを除く).

③

つ

①

Ｏ
　
②

０

④

　　（
）

⑤

Ｏ
　

●

●

※

図 竣工までの担保ストラクチャー 「■■|| レ,●―世ム t・が
'.響

Lた■l●■7ロー,

t,日14
■tl1111 蠣iⅢ I● 111■,'
り|11・ ■■●ut,F■書,

レンダー

スポンリー
■ダ、資|: 権子113●  lⅢ I=●
1■ |ム「1●●

`ヽ

■,勾弯:`|,'

定期崚 約



号証胤醐
―
劃
差出人:          yasumasa kai@da Wasmbc cojp

送信日時:            2007年 7月 6日金曜日9:29
宛先:           yohe ohara@da waSmbc cojP
CC:              satomi miyazawa@daiWasmbc co jpl

kenta saek:oda waSmbc cojp

件名:           睦 :三菱地所案件

フラグの内容:        場 ヵぉ願いします
フラグ:               フラグあり

各位

地所の速水さんより連絡有りました。
'7月 3日の SMBCの条件提示については以下の大原くんのメールの内容を除き社内で
OKとなつた
・連帯債務の件は速水さんからSMBCに秋田さんに直接連絡済みでSMBC内で検討中
・大洋リアルヘの要望事項については来週水曜日に速水さんが大洋リアルとミーティ
ングして説明する

甲斐 泰正(Yasumasa Ka0

大和証券SMBC株式会社(Dttwa Seculles SMBC Go Ld)
ストラクチャードファイナンス部(Structured目 nance Dept'E― mal:yasumasa kJ@daⅢ asmbc co」p

TEL:81-3-6503-7879 FAX:81-3-3286-1775

宛先

佐伯 健太/大和証券SMBC,宮澤 里美/大和証券SMBC,甲斐 泰正/大
和証券SMBC

CC

大原 庸平/大和証券SMBC
2007´
'7/0513:42

件名
三菱地所案件



①20億円を超える部分(+地主への未払債務)のみ連帯債務とするか

②そもそもの開発債務(コストタイムオーバーラン)に対する追加出資も含めて連

帯債務とするのか
について、地所とSM BCで離館があるようです。①は地所、②はSMBCの前提。

SMBCにしても、②を前提とすることで、竣工の蓋然性を高められることから、大
洋の会社更生法リスクに目をつむれるという側面もあるので、ハードルは高いのでは

ないかと

地所にはいつております。実際、秋田さんに聞いたところ、そこは細かくはみていた

わけではないが、②の前提で上程しているので、相当嫌そうでした。

地所としては、それであれば、そもそも開発後バリューでみてくれよ(つまり①はい

らない)といつております。

地所がSMBCに直接お願いするといつておりました。

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆

大和証券 SMBC株式会社
ストラクチヤード・フアイナンス部
大原 庸平
〒1008289東京都千代田区丸の内1丁目8番 1号

丸の内トラストタワーN館
TEL 03-5533-7860 FAX 03-3286-1775

E―ma‖ :yohei ohara@da wasmbc coJp

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆



↓
碗国

目
差出入 :

送信日時 :

宛先 :

引自二:

フラグの内容:

フラグ:

satomLm yazawa@daiWasmbc co jp

200フ年刀ヨ10日火曜日 9:48

kenta sack@daiwasmbc co jp

Fw:【 (仮)御堂筋共 pjビルだ照会事項

ご協力お願いし訂

フラグあり

――― 転送者: 宮澤 里美/大和証券SMBC転送日 2007約7/100947-――

toru_havamレ u@mec coJD

2007/0フ /0921i32

宛先
″
'satomi miyazawa″ くsatomi m yaza″ a@ddwasmbc coJD〉 ,

″
'yasumesa kal.″

くvasumasa kЫ Odalwasmbc coJp〉 ,″νoha ohara'″

くvΩ he』 ohara@daiwasmbc co」 p〉

CC

daisuke mivanouch Omec coJp

件名

RE【 (仮 )御堂筋共同ビル】ご照会事項

甲斐部長殿。

頭記の件、ご確認有難うございました。

一旦、当方より大洋様へ全体の枠組みと共に、

ご了解を得ます。

その後堂々と覚書等を交わせば宜しいかと思いますので、

大洋様ミーティング後で結構ですので、

覚書ドラフト等の手配をお願い申し上げます。

先般申し上げた当社内での従前物件での疑義は

当方にて再確認しておきます。

三菱地所株式会社 資産開発事業部

速水 徹
te1  03-3287-6939

1



fax   03-3214-8642
E―ma‖ toru hattm:zu@mec co並



↓
魏
“

号証

差出人 :

送信日時 :

宛先 :

件名 :

フラグの内容:

フラグ:

yOhe:。hara@da waSmbc cojp

2007年 7月 12日本曜日 16:48

satorri miyazawa@daiwaSmbc co jp,

kenta saekiodaiwaSmbc co」 p,yasumasa ka@da waSmbc co jp

地所の件 (進捗)

あ 力お願いします

フラグあり

①昨日大洋との MTC(堀内社長も参加されたとのこと)

以下を除き合意 (連帯債務の件は、所謂 20億円を超える範囲での連帯債務)

・1点、ローン失期時の建物抵当権行使の際に地主として無条件で同意すると

なつているが無条件はNG(反社会的勢力への議渡を懸念)。 →地所からSMBC秋田
さんに連絡。

秋田さんとしては反社会的勢力は駄目とかいう方向であれば問題ないと回答

②金利リザープの件
・認識は食い違つていたが、そもそもの OF想定上の金利水準が高めなので、結果
的に秋田さんの条件もクリアできそうなので、解決した。

③今後の進め方

地所よりSMBCに再度タームシート提出を依頼中(特に、連帯債務の範囲につい
てMEC案をのめるかどうか検討中)
タームシートがでてきて、地所が納得したらドキュメンヘの落とし込み開始

連帯保証の覚書も、どこかのドキュメンテーションにまぎれこませた方がよい

かとも思つている。覚書作成依頼を大和にしたが、いったん自紙に戻してほしい

(これだけ単独で

つくつてほしいというわけでもない)。

来適休むという連絡はしておきました。

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆

大和証券 SMBC株式会社
ストラクチャード・ファイナンス部

大原 庸平
〒100-8289東京都千代田区丸の内 1丁目8番 1号

丸の内トラストタワーN館
TEL 03-5533-7860 FAX 03-3286-1775

E―mal:ッつhei ohara@da wasmbc coJp

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆



↓
膀 ∫号証の/国

躍

送信日時 :

宛先 :

件名 :

添

"ア
イリ

'

フラグの内容:

フラグ:

差出人:           大洋リアルエステード株式会社 くinfootawo eState∞ jp>く =?uti8?B?
5aSn5rSL440q44K1440r44K044K5440G440844015qCq5byP5L/a5

6S+IDxPbmY=2‐ =?utF 8787bOBOYVVi5byllc3R ldGUuY28uanA+?

=>

2007年 7月 26日本曜日 12:18

・kenta saeki・  くkenta saeki@daヽ Vasmbc cojp>

Rei【 (仮)御堂筋共同ビル】定期借地権設定契約 件

定借契約 (関係者集約)070725打 R匡070726 doc

●●肢●●●●
フラグあり

大和証券 SMBC株式会社
佐伯様

お世話になつております。

当社コメント入りのドラフトをお送りしますので、

ご確認の程、宣しくお願い申し上げます。

大洋リアルエステート株式会社

溝渕
―――――Ori」 na`M3SSage一――

From:  kenta saekl

Tα Attta Mに Ho@m smbc cojpi大洋リアルエステート株式会社 I Tamu働J:ЮyuИ Ork smbc co」 p l

toru hayam zu@mec cojp

Cc:Kumagae Yoichi@hh smbc cojp l Machid● Hisano10ck smbc cojp i

Nakaguchi Ken@yk sttbc cojp j Notsu HideoOm snlbc co」 p i SatOmi miya2aヽ Va i vohel ohara l

daisuke_miyanouchiOmec cojp l  yasumasa kal

Sent:Thursday.」 ulソ 26.20079:13  AM

SutteCt【 (仮 )御堂筋共同ビル】定期借地権設定契約の件

大洋リアルエステート溝渕様
三菱地所 速水様
三井住友銀行 日村様

いつも大変お世話になつております。

各関係者のコメントを基にU&Pが修正・コメントした定期借地権設定契約ドラフトを送付致します。

内容をご確認頂き、コメントがございましたら弊社まで返信願います。
コメントが無い場合もその旨ご連絡頂ければ幸甚です。

7月 30日 (月 )中に日ndとする予定ですので、
可能であれば本日中、遅くとも明日午前中を目処にご返信頂けますでしょうか。



御多忙のところ大変恐縮ですが、何卒宜しくお願い致します。

一 辮 赫
… …

大和証券 sMBC株式会社
ストラクチャード・フアイナンス部

佐伯 健大 /Kenta Sae隋
〒10118289東京都千代日区丸の内 181
TEL:03-5533-フ|フO  FAX:03-328← 1775

E‐ma‖ :kenta 8ad峰 @daiwas価oco 2

警 掛 驀 料 い` Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 持 *粋
…

Ⅲ Ⅲ Ⅲ

一定僣契約 (関係者集約)。フ0フ25,REOフ0726 doc



墓慧∫号露め,ス

定期借地権骰定契約書

賃費人,(囀 , 大静リアルェステ‐卜株式会社

質借人 につ : 響孵 同じ羽解酔壌日町謝



定期借地権設定契約書

賃貸人 (借地権設定者)た る大洋リアルエステート株式会社 (以下「甲1という.)と賃借人

(借地権者)たる御堂筋共同ビル開発特定目的会社 (以下「乙Jと いう。)は 甲が所有する賃
貸借要項 0記載の土地 (以 ド f本件土地Jと いう.)について 借地借家法 (平成3年法律第90
号.その後の改正を含む.以下「法Jと いう。)第 22条に定める定期僣地権設定契約 (以下

'本
契約Jと いう.)を "0'■JぼⅢⅢ■●付で以下の条項に従って締結した (以下 木契約に従っ
て設定さ,1る借地権 (賃借権)を 「本件借地権Jと いう。).

第 1条  (契約の目的)

1 甲は 本件土地上に建築する別紙 1記載の建物 (以下「本件建物Jと いう.)の所有を目的

として乙に本件土地を賃貸し 乙はこオ■を賃借する (乙の権利の種類は賃借権とする。).

乙は、本件借地権の設定後、本件土地上に本件建物を建築する.

2 本件借地権については、契約の更新 (更新の請求及び土地の使用の継続によるものを含む。)

及び建物の築造による存続期間の延長がなく また 乙は 甲に対し 法第13条の規定によ

る本件土地上の建物その他の工作物の買取りを請求することはできない。

第 2条  (賃貸借期 F・5)
本件土地の賃貸借期間は、賃貸借要項

“

)記載のとおり、2008年 2月 1日 から2058年 1月 末日まで

の50年間とする.

第 3条  (賃 l・4の 支払)

項要借貸賃

(1' 賃  貸  人 人洋リアルエステート株式会社

祀) 賃  僣  人 御堂筋共同ビル開発特定日杓会社

3) 賃 貸 借 土 地 別紙せ
=の
とおり

“

) 使 用 目 的 本件建物の敷地

6) を
具 料

2008年 2月 1日 から2010年 2月

末日まで

IM● lil'01 0oo"並 びに (本件土地 l・ /

固定資産税及び都市.l画税相当類の50%

)の合計額

2010年 3月 1日 以後 月 額 金 22916000日 (年 額 金

274.992 000Pl)並びに本件土地の固定

資産税及び都市計画税相当額

“

) 保  証  金 金2,000000000円

“

) 賃 貸借期 間 2008年 2月 1日 から2058年 1月 末日まで
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I 乙は、甲に対し、賃貸借要項 G)記載の賃料 (以下「本件賃料りという。)を毎月末日 (金

融機関が休業日の場合は直前営業日)までに翌月分の賃料として甲が

"1に

通知する銀行日座

に振り込む方法により支払うものとする。なお lヵ 月未満の本件賃料は当|´ サ|"|に |]ユニ

止 と日割計算とする。ただし 本件賃料の支払開始日は、次条の本件土地の引渡日からと
する。また、固定資産税及び都市計画税については、甲が納付したこれらの税額を証する書

類 (納税通知書等を含むがこオ1に限らない。)を乙に提出した上で請求し、乙はこれらを支

払うものとする.

重亀■■■ tJ工羮二十件 |■ 」:固定資産税及び都市計画税相当額については 各年度の納
税通知書記載の各年税額合計 (当該年の4月 1日 から翌年3月 31日 までの期間に対応するもの)

を12で除した金額とする。なお、本件不動産に関する新たな公租公課の負担については別途

協議するものとし 固定資産税又は都市計画税に代誉し又はこれに準じるものは原則として
乙が負担するものとする。

第 4条  (本件土地の引き渡し)

甲は、乙に対し、第 2条の賃貸借期間開始日に本件土地を現求有姿で引き渡すものとする。

第 5条  (賃料の改定)

1 本件貨料 (固定資産税及び都市.f画税 4・H当額を除く。)は本契約締結日から3年毎に、月1紙

2記載の資料改定方法に定める方法に従い改定するものとする。なお 賃料改定に要する費

用は 甲乙の折半負担とする.
2 法第■条の規定は本契約に適用さオ1ないものとする.

第 6条  (権利金)

甲及び乙は、本件借地権の設定に関し 本件借地権の設定対価としての権利金の授受を行わな
いものとする.

第 7条  (保.E金 )
l 乙は、本件借地権の設定に関し、本契約上生じる乙の債務を担保するため、賃貸借要項上
記■のとおり、甲に対して保証金の預.tを行うものとする。■ 旦し、保証金は盤堕■■ユ」

■

―

後までの間にその2分の1を預託し、1残りの2分の1を第2条の賃貸借期間

開始日までに支払うものとする:差 旦避0719 撮前金量量理息:`預通する害の文言を迫力1

量L■鮭主
=と
|11■111‐ ||111,■■|11111■■■1■■111il● ■|11■ 1:li. :覇圏隠露

2 本契約の終了に伴い乙が本件土ILを原状に復して甲に返還した場合において、甲は、本契約
に基づいて生じた乙の債務で未払いのものがあるときは保 .■金の額から未払債務額を差し

引いた額を また、未払いの債務がないときは保.■金の額を、本件土地の原状回復及び明渡
し後30日 以内に乙に返還 しなけオ1ばならない。この場合において、返還すべき金員には利息

を付さないものとする。

3 前項の場合において 保.T金の額から差し引かオ1るべき未払債務額の内容は 未払資料、損

害賠償、損害金その他名目の如何を問わず、本契約に基づき乙が甲に対して負担すべき―切
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6

の債務のほか 冽(件土地の原状回復及びHJl渡 しに係る建物解体費その他本契約に基づき乙が

負担すべき費用を甲が負担した場合にはかかる甲の負担分を含むものとする.但 し 未払債
務額を差し弓|いて保証金を返還するときは 甲は 保証金から差し弓1く 金額の内訳を書面に

て乙に明示しなければならない.

甲は、乙の甲に対する第2項の保.L金返還請求権を被担保債権として、預託苺に本件土地所

有権 (底地権)に対して抵当権を設定する。但し、抵当権設定に必要となる費用は乙の負担

とする。

乙は 乙の甲に対する第2項の保証金返還請求権を本件借地権と分離して第二者に譲渡して

はならず、また、同保.T金返還請求権に質権等の担保権を設定してはならない。

第 16条に従い、明渡しのために乙が原状回復工事に着手するときには、乙はあらかじめ甲

に対し原状回復期間を通知するものとする。この場合、甲は、乙が甲に預託している保証金

額 (未払債務額を差し引いた場合にはその残額)力' 飩 ■,上
`l“
・
3.■■■
"

1上

“
立ll lのものにし ,,こ薗鐵動酬瓢雖櫛撒懸蹴地踊鍛麺

またはわその他4■■
=■

`●
金融機関に預託されていることを証する書面 (鰊 銀行●圏轟鋳拠塾塾塾

轟憮また,司轟懸その蟷 金融機関力
'発
行する残高証明書を含む。)を乙に交付し

乙の原状回復が完了し 本件土地の明渡しを確認したときに、当該金額を乙に返還するもの
とする。乙は、当該金額全額の返還時点において、第4項の抵当権を解除するものとする.

上野 l嘘置 ●■をに
J■■こiJは ■5聾 [J■″事hiυ

'■
前による
=11な
くして!し ,上j二人′笙坐二■■

■
'Ilは

,■ |`必要tilll,生 七え.■づ. ■ lLtti√ ,返選

―

上Jせ■

でネII・七it,`二 J・ J茫吉rl't時
'こ

その都,■ ,■1■■趣■■■i二上,1● F7'11嘔饉と
弩えます.〕 |

第 8条  (無償返還に関する届け出)

甲及び乙は、乙が税務上必要と認めた場合は本契約締結後遅滞なく「土地の無償返還に関する

届出書Jを所轄税務署に提出するものとする。

第 9条  (遅延損害金)

乙が本件賃llその他本契約に基づく債務の支払いを遅延した場合、乙は遅延金額に対して年率

146%(年 を |ヽ1日 とする日割 .■算とする。)の割合による損害金を甲に支払うものとする.

第 10条 (承諾事項)

, 乙は甲の■前の書面による承諾なくして次の行為をしてはならない。但し 第 0)号の場合

:fl■、甲は、当該―括賃貸 (マスターリース)における賃借人が反生′誼じり上=違ユ食為X
」』」腱生塗ξ工:●著、公l‐ 諄裕

=レ
する著■の他のこオ1● |■ lFじ る著 (1'■ 嗜認た|と ,,
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五 D_■|=先又は客観的にみて財務基盤が脆弱である等本件建物の安定的な管理運営が困難

な可能性が高いと認めらオ■る場合を除き、不合理にかかる承諾を拒絶又は留保しないものと

する。

0)本件土地を転貸し、または無償使用させること。ただし 本件建物建設に伴い緑地その

他の設備、工作物を設置する場合、その用途のために必要な限度で本件土地を第二者に

使用させることはtlげない。

0)転貸 (サプリース)を予定して本件建物を一括賃貸 (マスターリース)すること (但 し

本件建物竣工時点での一括賃貸を除く。).

0)本件建物を増改築すること 及び本件土地上に本件建物以外の建物を新増設すること。

“

)本件土地の通常の使用または時間の経過により生ずるものを除き、本件土地の形状 価

値等の保全に書となる行為を行うこと.

前項第侶)号の定めにかかわらず、本件建物が賃貸借期間中に天災その他乙の責に帰するこ

とのできない理由により、減失損壊し、建物の使用が著しく困難になったときは、建物を新

築または改築して残存の賃貸借期間中、本契約に従って本件土地を使用することができる.

1条 Q疵 担保責任)
本件建物の竣工までの間に発見さオ■た本件土地の瑕疵 (甲が別途2007年 3月 20日付て三菱地

所株式会社に提出した図面 (以下「従前建物図面等Jと いう。)記載の地中障害物等を含む。)

により乙が被った損

第

１

ついて甲は一切責任を負わない.但 し 本

件土地において 本件事業 (乙が本件土地上に本件建物を建築し、主にオフィス賃貸事業を
行う事業をいう。以下同じ.)に大きな影響を与える隠れたる瑕疵が発見さオ■、本件事業の

実現が困難と乙が合理的に半」断した場合、乙は本契約を解約することができる。この場合、

甲及び乙は何れも損害賠償責任を負担しない。

本件建物の竣工後に発見された本件土地の瑕疵により乙が損害を被ったと客観的、合理的に

判断された場合 甲はこれを賠償しなければならない.

第 12条 (通知義務)

当事者の一方は、支払いを停止し、または手形交換所における取引停止処分、滞納処分、破産

手続開始申立、特
'1清

算開始申立もしくは民事再生手続開始中立その他適用ある倒産手続開始の

申立がなされた場合 (ただし、第二者からの申立については 裁判所による手続開始決定または
保全管理人の選定等保全手続の開始決定が下さオ■た場合に限る。) または、第二者の申立によ
ってその重要な財産に対する強制執行、競売開始決定 保全処分の決定もしくは滞納処分がなさ
オ1たときは、直ちに、その旨を他の当事者に通知しなければならない。当事者の一方はかかる通

知を怠つたことにより他の当事者に生じた損害を賠償する責任を負う。

第 13条 (本件借地権及び本件建物の譲渡 担保設定)
1 乙は、甲の書面による承諾を得た上で、本件借地権及び本件建物を甲又は第二者に譲渡し又

はこオ1に質権等の担保を設定することができるものとする。但し、かかる譲渡にうしヽては、

甲が優先交渉権を有するものとし、乙は、当該譲渡の方針を定めた後t‐甲とのF・|で 30日 間、



譲渡の条件について交渉するものまする。かかる条件交渉が成立した場合、乙は、甲に対し、

当該条件で本件借地権及び本件建物を譲渡するものとし、条件交渉が不調となつた場合 甲
の書面によう承諾を得た上で:本件借地権及び本件建物を第二者に譲渡することができる。

なお、かかる譲渡先が
'4■
ⅢⅢ与‐選薔争鴇

==I11鱗
“

,襄■,||、‐ 年■4tに要する●
そ″,lLi― 事t,←十 (2‐「

「否認先響 .,■.|である等正当な理由がない限り承詰
されるものとする。 | ‐ |  ‐  | ‐  | | | |  ‐   ‐

乙が否認先、否認先の親会社若しくは子会社その他のF‐l係会社となり若しくはF_5係 を持ち

又は乙の取締役若しくは監査役その他の役員若しくは株主が否認先若しくはその関係会社

となり若しくはなるものと台理的に認められる場合で 甲から かかる事態を治癒する旨の
催告を受けたにもかかわらず、合理的な期間内にかかる治癒を行わない場合には 乙は 本
件借地権及び本件建物を甲に対し 合理的な市場価格において売却するものとし、甲はこれ
らを当該市場価格で買い取ることができるものとする.

甲が第1項の承詰を与え本件借地権及び本件建物を第二者に譲渡したときは 乙は 本契約
に基づく乙の地位

及びこオ1に関する権千1若 しくは義務 (乙の中に対する本件借地権の保.■金返還請求権を含

む。)を当該第二者に承継させるものとし、甲はこズ1を承諾する。但し、かかる保証金返還

請求権の譲渡時点の保証金残額が 乙が第「 :条第1項の預託債務を履行しないためである等、

乙の債務不履行ないしその責めに帰すべき事由に起因して
/■2000000000円 に満たないと

きは 乙は、当該第二者をして不足額を甲に対して支払わせるものとする。

第 14条 (本件土地の譲渡)

1 甲は、乙の書面による承詰を得た上で 本件土地を第二者に譲渡することができるものとす

る.但 し、かかる譲渡については 乙が優先交渉権を有するものとし 甲は 当該譲渡の方

針を定めた後 乙との間で30日 間、譲渡の条件について交渉するものIする。かかる条件交

渉が成立した場合 甲は、乙に対し、当該条件で本件土地を譲渡するものとし、条件交渉が

不調となった場合、乙の書面による承諾を得た上で 本件土地を第二者に譲渡することがで

きる.なお、かかる譲渡先が否認先である等正当な理由がない限り承諾されるものとする。

2 甲が否認先、否認先の親会社若しくは子会社その他の関係会社となり若しくは関係を持ち

又は甲の取締役若しくは監査役その他の役員若しくは株主が否認先若しくはその関係会社

となり若しくはなるものと合理的に認めらオ1る場合で、乙から かかる事態を治癒する旨の

催告を受けたにもかかわらず、合理的な期間内にかかる治癒を行わない場合には、甲は、本

件土地を乙に対し、合理的な市場価格において売却するものとし 乙はこれらを当該市場価

格で買い取ることができるものとする。

3 乙が第 1項の承諾を与え本件土地を第二者に譲渡したときは 甲は 本契約■● ||■■ 11■

■imJШ 三二■!Lコ 1,|■ 1●■三 ■三rt'に 基づく甲の地位及びこ

'■

に関する権利若しくは義務 (甲の乙に対する保証金返還 le‐務を含む。)を当該第二者に承

継させるものとし、乙はこオ1を承諾する。JよШ[JJ JJ圭  ・ ユ11■■lJriL.ii
■1五1=二上J二 L三二



第 15条 (契約の解除)

1 乙が次の各号の一に該当するときは 甲は何らの催告なしに本契約を解除することができる。

(0本件賃料その他本契約に基づく債務の支払いを2ヵ 月以上怠り その是正を求める甲の

書面による催告を受領した後 10日 以内にかかる不履行を治癒しなかつたとき。

け)乙が支払いを停止し、または乙につき手形交換所における取引停止処分、滞納処分、破

産手続開始中立、特別l清算開始中立もしくは民事再生手続閑始申立その他適用ある倒産

手続開始の申立がなさオtた とき (ただし 第二者からの申立については、裁判所による

手続開始決定または保全管理人の選定等保全手続の開始決定が下さ,1た場合に限る。).

0,本契約または本契約に付随して締itした変更契約等につき重大な違反があり、その是正

を求める甲の書面による催告を受領した後30日 以内にかかる不履行を治癒しなかつた

とき。

2 前項により本契約力沼 除された場合、乙は甲に対して、違約金として本件賃料の12か 月分相

当額を支払い、また、別途損害賠償の責任を負うものとする.

3 第 1項による本契約解除後も本件建物の各テナントが同建物の賃借を継続できる場合である

等、乙がその故意又は過失によると否とにかかわらず本件土地を第 16条に従い甲に明渡し

返還することができない場合は、第 16条の規定によることなく甲は乙に対して本件建物を

無償にて甲に譲渡するよう請求することができる。かかる譲渡による本件建物の所有権移転

登記に要する費用は乙が負担する.

第 16条 (明渡義務)

契約期間の満了または契約の解除により本契約が終了する場合 乙は本件土地を更地の状態 (本

件建物の基礎及び杭も撤去する。ただし、本契約締結前から既に本件土地に存在する地中埋設物

は撤去対象から除外する.)に したうえで、期間満了の場合は本契約終了時またはそ11以前に

解除の場合は本契約終了後直ちに甲に明渡し返還しなければならない。本契約終了に伴う本件建

物の各テナントヘの通知、各テナントの本件建物からの退去 本件建物の収去等に関する事務は、

乙がその責任 費用をもって遂行し 甲に何らの責任 費用を負担させないものとし、乙はその

故意又は過失によると否とにかかわらず (但 し 天災地変その他の不可抗力による場合を除く.)

本件土地の明渡じ 返還の遅延に基づき甲に生じた―切の損害を賠償するものとする。また 乙

は、本件土地の明渡し 返還に際し、甲に対して 立退料、移転l・l、 補償金等名日の如何にかか

わらず金員の請求を行うことができない。

第 17条 (明渡し完了までの使用料)

本契約が終了したにもかかわらず 乙が前条に従い更地化して本件土地を明け渡さない場合、
乙は、本契約終了の翌日から明渡し完了に至るまでの本件賃料相当額の倍額の損害金その他乙が

負担すべき諸費用相当額を甲に支払い かつ明渡し遅延により甲が被つた損害を賠償しなければ

ならない。

第 18条 (甲の立入検査)

1 甲もしくはその使用人または甲のま旨定する者は、本件土地の管理上必要あるときは あらか



じめ乙の承諾を得たうえで本件土地内に立入り、こオ1を 点検 し、適宜措置を講ずることがで

きる。ただし、緊急または非常の場合であって 甲があらかじめ乙の承諾を得ることができ
ないときは、事後、速やかに乙に通知し、了承を受ければ足りるものとする。

前項の場合、乙は甲の措置に協力しなけオ■ばならない.

第 19条 (登記)

1 甲及び乙は、 ll本契約を締結した後_遅滞なく=本件土地について■菱榎皓囀 記

及び保証金返還請求権を被担保債権とする抵当権設定登記の中詰手続を行い、●:i爾艤醸 ア

麒
てま璧藍塾山L設定り う。かかる登記に要する費用は乙が負担する。

ll lり ,JL it堅 ・l嚇 J上型
“
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回
線約が終了した場合には、乙は、第 7条第2項の規定による甲の保証金の返還とり|き換え
に、第 1項の登記を抹消する。かかる登記に要する費用は乙が負担する。

4 第 13条の規定による本件借地権の譲渡がなされた場合、甲及び乙は、第1項の登記の変更
を行う.但 し、甲はかかる登記に要する費用を負担しない.

第20条 (公正証書)
甲及び乙は、本契約締結後遅滞なく、本契約を内容とする強制執行受話条項付の公正証書の作

成を公証人に委嘱する。公正証書作成に要する費用は、甲乙の折半負担とする。

第21条 (告知義務)
甲は、資産の流動化に関する法律 (平成10年法律第105号。その後の改正を含む。)第 199条に

基づき、本件借地権に係る資産対応証券に関して有価証券届出書等 (証券取弓1法第2条第7項に規

定する有価証券届出書その他の内閣府令において規定する書類をいう。以下同じ。)に記載すべ

き重要な事項につき、乙に対して書面にて告知しなければならないものとする。

第 22条 (準拠法、合意管轄)

本契約においては、日本法を準拠法とし、本契約に関して争いが生じた場合には、大阪地方裁

判所を第二+書の専属的合意管轄裁判所とする.

[ヽせ10Fヽ  す秘埜起 ニノ                箋艶 範囲を眼立上二 LIたたき、

盤 搬 ユヽ _



卑喜■茶第ピ,■ (本契約に定めのない事項の処理)

本契約に別段の定めがない事項、本契約各条項の解釈につき疑義が生じたとき,法令等の改正

により本契約の定めが契約の趣旨に沿わなくなつた場合には、甲及び乙は互いに誠意をもつて協

議するものとする。

第喜■茶第25条 (契約の変更)

本契約の規定は、申、乙の書面による同意による場合に限り 変更、修正または補足すること
ができる.

`以

下余白,



本契約締結の証として本書正本2通 を作成し、甲乙記名押日
'の

うえ 各1通を保有する.
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別紙 1 本件建物の表示

所  在
家屋番号

種  類
構  造
建築面積

延床面積

専有面積

大阪府大阪市北区曽根崎新地―丁日

未定

事務所 店舗 駐車場
鉄骨造、一部地 ド鉄骨鉄筋コンクリー ト造

,7423市 (29470坪 )

18799市 (5686坪 )

H727面 (3.54?l■ )



即紙2 1軍料

“

議 法

0年責地代総額=従前の資料0年類メ変勲率くい未満四捨
=～

0月葬黛料=0・1'KPI未議切‐り語

`)変動1率と螂 章料改定年において公表されている機 計局。消費者物価指数‐に国

平均1縁釣 ●‐ 夕を晨|ヽ 麟 ●
・
甲事残職を従Ⅲ舞撃蓼

=特
に露当す|

日消費者劾耐識腋絵し.た如置とする..



撼J紙 3

所

地

1,L

地

所

地

地

地

所

地

地

地

所

地

地

地

賃貸僣土地

在 大阪市北区曽根崎新地一丁目
蕃 6型

目 宅地
積 202 18tn

在 大阪市北区曽根崎新地二丁目
番 0番5

目 宅地
積 '71 751ri

在 大阪市北区曽根崎新地一丁目
番 6番6

目 宅地
積 960911n

在 大阪市北区曽根崎新地一丁目
番 6番8
目 宅地
積 108.131rl

大板市北区曽根h漱地一丁日
0型

宅地

50 76コげ

大阪市北区曽根崎新世―丁目

6番 10

宅地

3176ガ

大板市北区曽根崎新地―丁目

6番 H
宅地

74■ 4311i

大阪市北区曽根崎新地―丁目

6番 12

宅地

在

番

目

積

　

在

番

目

預

　

在

番

目

積

　

荘

番

一日

所

地

地

地

　

所

地

地

地

　

所

地

地

地

　

所
・
地

地



地 積 807911i

在

番

目

積

所

地

地

地

大阪市北区曽根崎新地―丁目

6番 14

宅地

140 991n




